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はじめに（地方創生×SDGs）

地域課題の解決
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はじめに（地方創生×SDGs）

出所（内閣府HP）https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/kaigi/sdgs_enquete_chousa.html

質問：御自治体はSDGs達成に向けてどのような取り組みを推進されていますか？ 3



1. SDGｓ未来都市
• 地方公共団体の取組を促進
• “複数自治体”による取組も支援[NEW]

2. 官民連携プラットフォーム
• 民間活力による地域活性

3. 登録認証等制度ガイドライン
• 地域のSDGs事業者を「見える化」

4. 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰
• 優れた“自治体×金融機関” の取組を表彰

地域の自律的好循環形成を促進

地方創生SDGs 施策一覧
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1. SDGs未来都市
• SDGs達成への取組が優れた都市を選定

• 先進事例として普及展開

2. 自治体SDGsモデル事業

• 特に先導的な事業を補助金で支援
10事業×(1,500万円(定額)+1,000万円(補助率1/2))

3. 広域連携SDGsモデル事業[NEW]

• 複数の小規模な地方自治体を支援
2,000万円(補助率2/3)

都道府県を含む場合は3,000万円(補助率1/2)

1-1 SDGs未来都市
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1-2 SDGs未来都市

北海道・東北地方
2022年度：３都市（１）
2021年度：４都市（１）
2020年度：４都市（１）
2019年度：２都市（１）
2018年度：７都市（２）

※ 都道府県が選定されている場合は全域を着色
※ （）内は自治体ＳＤＧｓモデル事業都市数

北陸・中部地方
2022年度：９都市（２）
2021年度：10都市（３）
2020年度：10都市（２）
2019年度：８都市（３）
2018年度：８都市（１）

中国・四国地方
2022年度：４都市（１）
2021年度：２都市（１）
2020年度：５都市（２）
2019年度：３都市（１）
2018年度：５都市（１）

関東地方
2022年度：５都市（２）
2021年度：７都市（２）
2020年度：３都市（１）
2019年度：６都市（１）
2018年度：４都市（３）

近畿地方
2022年度：４都市（２）
2021年度：５都市（１）
2020年度：６都市（３）
2019年度：６都市（１）
2018年度：２都市（０）

九州・沖縄地方
2022年度：５都市（２）
2021年度：３都市（２）
2020年度：５都市（１）
2019年度：６都市（３）
2018年度：３都市（３）

紫色：2022年度 緑色：2019年度
桃色：2021年度 青色：2018年度
橙色：2020年度

選定都市

計154都市
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1-3 SDGs未来都市 九州・沖縄地方

※都道府県が選定されている場合は全域を着色

紫色：2022年度
桃色：2021年度
橙色：2020年度
緑色：2019年度
青色：2018年度

福岡県北九州市
福岡県宗像市

福岡県福津市

長崎県壱岐市
長崎県対馬市

福岡県直方市

福岡県大牟田市
熊本県小国町

熊本県菊池市

熊本県熊本市
熊本県南阿蘇村

熊本県山都町

熊本県上天草市
熊本県八代市

熊本県水俣市
鹿児島県大崎町

鹿児島県鹿児島市

鹿児島県薩摩川内市

鹿児島県徳之島町

沖縄県

沖縄県恩納村

沖縄県石垣市

計22都市
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1-4 SDGs未来都市 大崎町

大崎システムを起点にした世界標準の循環型地域経営モデル
1. 徹底した分別により「リサイクル率日本一の町」を実現。リサイクルによる

収益金を活かした奨学金等を整備。
2. 2024年までに使い捨て容器に代わる手段を提供。2030年までに使い
捨て容器の完全撤廃・脱プラスチックを実現。

③リサイクルセンター：
ごみ処理・紙おむつ
回収等

④ ユニ・チャーム㈱
紙おむつリサイクル

実証支援

① 大崎町
連携

連
携

事業委託

連携

② 地域金
融機関
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1-5 SDGs未来都市 広域連携

グリーン アクセラレーター構築事業
1. 「四国の水がめ」早明浦ダムの水源域(土佐町、本山町)と利水域(高松市)

が流域連携協議会を設置。

2. 利水域の企業等からの資金をソ-シャルインパクトボンドにより還流・運用
3. 水源の保全及び涵養、林業等の産業振興、担い手確保等の好循環を形成

流域連携協議会（流域協議の推進主体）
•中間支援組織の事業推進に係る協議検討

本山町
•本山町での
担い手創出、
山林振興等

水
源
域

利
水
域

流域で
の協業

参画

参画

土佐町
•事業全体の推進主体
•中間支援組織構築等の
推進
•土佐町での担い手創出、
山林振興等

高松市
•利水域での事業推進
•利水域のSIB参画推進
•水源域と連携した脱炭素推進

水源域で
の協業

土佐町
本山町
高松市

資金提供者
(基金等)

グリーン
アクセラレーター
(中間支援組織)

•資金提供
•町委託事業との連携

•「山林」を軸にした水源保全・涵養、
脱炭素に資する取組

事
業
契
約

資
金
提
供

推進

事業評価結果確認後、支払
（事業費、配当、その他）
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1. SDGｓ未来都市
• 地方公共団体の取組を促進
• “複数自治体”による取組も支援

2. 官民連携プラットフォーム
• 民間活力による地域活性

3. 登録認証等制度ガイドライン
• 地域のSDGs事業者を「見える化」

4. 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰
• 優れた“自治体×金融機関” の取組を表彰

地域の自律的好循環形成を促進

地方創生SDGs
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官民連携プラットフォームとは、

• 官民連携による具体的プロジェクトを創出。SDGsの達
成と持続可能なまちづくりによる地方創生を実現。

• 地域経済に付加価値を生み出すステークホルダー間の
パートナーシップを深める官民連携の場として設置。

1. マッチング支援
• 実現したいゴール、解決したい課題、ノウハ

ウなどの知見を共有し、連携を創出

2. 分科会
• 会員の提案により設置。課題解決に向けたプ

ロジェクト創出などを推進

2-1 官民連携プラットフォーム
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2-2 官民連携プラットフォーム
マッチング支援

支援

プラットフォーム運営事務局

解決策や
ノウハウを持つ

会員

課題を
解決したい

会員

会員データベース
の閲覧・利用

会員の持つ課題や
目標、ノウハウ等 の
共有

マッチング
システムの活用

具体的な課題や取
組、課題解決に向け
た提案を募集・共有

マッチング
イベントの開催

連携創出に向けた情
報交換・連携検討

マッチングイベント
の開催

連携創出に向けた情
報交換・連携検討

官民連携事例
の共有

優良事例の共有
具体的な連携・
プロジェクトの実施
に向けた検討へ！

地方公共団体
1,091団体

（全体の61%）

民間企業等
5,575団体
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2-3 官民連携プラットフォーム
岩手県 一関市

一関市

• ふるさと納税×SDGs取組の情報発信を、市がプラットフォームに登録

• ふるさと納税「一関市こども食堂支援」の返礼を原資に、市の農産物・
加工品など（余剰品や訳あり品）を全国のこども食堂に提供
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2-4 官民連携プラットフォーム
分科会

• 異分野連携による新たな価値の創出や、共通する課題に対する官民連携を促進、
地方創生に資するプロジェクトを創出。

地方部への短期留
学を通じた関係人
口創出 分科会

食品廃棄物・食品
ロスを有機液体肥
飼料にする分科会

SDGsのためのフード
スタディーズ研究会
（略称：FSRI）

【継続】女性活躍
推進と共働き可能
な社会の実現

SDGsキャラクター「き
らめきひいろ」をみんな
で育成する分科会

ＡＬＬ九州ＳＤＧ
ｓネットワーク

官民連携によるジビ
エ振興の推進

企業版ふるさと納税
分科会

メタバース分科会 SDGsスタートアップ研
究分科会

安全（製品安全・
消費者安全）と
SDGs 

女性活躍推進×複
業推進「エールプロ
ジェクト」

削減と持続可能なリ
サイクル化のについて
検討

持続可能なまちづ
くりと自治体運営
の実現

SDGs＆ESG＆CSV
ビジネスモデルと人材
育成

中小企業・サプライ
チェーンにSDGｓ・
CSR・環境経営の
普及 と宣言・登録・
認証制度のパイロッ
ト運用

【継続】地域資源お
よび再生可能エネル
ギーを活用した地方
創生事業の推進と
ベンチャーエコシステ
ムの構築

【継続】日本人偉人
資産を活用した国
内外富裕層の消費
喚起による 地方創
生SDGsの積極的
推進

高齢者・障がい者
の旅行の環境整
備宣言によるユニ
バーサルツーリズム
の推進と地域振興

SDGsをﾍﾞｰｽとした非
財務的要素による中
小企業与信評価指
標および 宣言・登
録・認証する制度につ
いて

SDGs産学官民事
業創生・地方創生・
教育創生連携ネッ
トワーク

国民的SDGs を実
現する 地方創生 と
中小企業版SDGs
経営

観光を通じた地方
創生の SDGs 達
成貢献“に関する勉
強会

社会還元プラット
フォーム「ともつく」を
利用したプロジェク
ト支援

Future Lab. 「誰一
人取り残されない社
会」実現のためのテク
ノロジー研究会
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1. SDGｓ未来都市
• 地方公共団体の取組を促進
• “複数自治体”による取組も支援

2. 官民連携プラットフォーム
• 民間活力による地域活性

3. 登録認証等制度ガイドライン
• 地域のSDGs事業者を「見える化」

4. 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰
• 優れた“自治体×金融機関” の取組を表彰

地域の自律的好循環形成を促進

地方創生SDGs
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• 地域の持続的な発展のためには、地域事業
で得られた収益を地域に再投資する
自律的好循環を形成することが重要。

• 地方公共団体等における地方創生ＳＤＧｓ
の宣言、登録、認証等の制度構築を支援す
るためガイドラインを公表。

• 地域事業者のSDGs達成に向け
た取組の「見える化」を通じ、
地域における自律的好循環の
形成を推進。

3-1 登録認証等制度ガイドライン
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※パートナー等制度は宣言制度としてカウント

緑色：宣言制度・登録制度
青色：登録制度・認証制度
紫色：宣言制度
桃色：登録制度
橙色：認証制度

神奈川県横浜市

兵庫県尼崎市

山形県鶴岡市

神奈川県川崎市

相模原市

愛知県豊田市

大阪府富田林市

鳥取県

福岡県北九州市

熊本県小国町

埼玉県さいたま市

宮城県石巻市

埼玉県春日部市

東村山市

富山県

石川県小松市

山梨県都留市

岐阜県

静岡県静岡市

静岡県浜松市

静岡県御殿場市

三重県志摩市

大阪府

岡山県真庭市

広島県東広島市

秋田県

茨城県つくば市

栃木県
栃木県宇都宮市

埼玉県

神奈川県

小田原市

富山県高岡市

石川県金沢市

福井県

長野県

愛知県

愛知県名古屋市

愛知県豊橋市

愛知県一宮市

愛知県安城市

三重県

大阪府豊中市

兵庫県明石市

岡山県倉敷市

香川県三豊市

愛媛県

愛媛県新居浜市

高知県

熊本県

鹿児島県鹿児島市

沖縄県

3-2 登録認証等制度ガイドライン

計54都市
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1. SDGｓ未来都市
• 地方公共団体の取組を促進
• “複数自治体”による取組も支援

2. 官民連携プラットフォーム
• 民間活力による地域活性

3. 登録認証等制度ガイドライン
• 地域のSDGs事業者を「見える化」

4. 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰
• 優れた“自治体×金融機関” の取組を表彰

地域の自律的好循環形成を促進

地方創生SDGs
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• 自治体と金融機関による事業者支援を促進する
ため、地方創生SDGs金融表彰を創設

• 先進事例を表彰し公表することで、さらなる事例
構築を促進

4-1 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰

2021年度表彰団体一覧
横浜市、ヨコハマSDGsデザインセンター、神奈川銀行、かながわ
信用金庫、川崎信用金庫、三井住友海上火災保険、三井住
友銀行、三井住友ファイナンス＆リース 三菱UFJ銀行、横浜銀
行、横浜信用金庫、横浜市信用保証協会、(公益財団法人)
横浜企業経営支援財団

横浜市SDGs認証制度"Y-SDGs"及び
Y-SDGs金融タスクフォースの運用を通じ
た 自律的好循環の形成

御前崎市、島田掛川信用金庫、静岡県牧之原市、静岡県藤
枝市、静岡県榛原郡川根本町 静岡県榛原郡吉田町

地元企業と学生を行政と金融機関が繋ぐ「Ｕタ
ーン・地元就職応援プロジェクト」

鳥取県、山陰合同銀行、鳥取銀行
「知る」から「パートナーシップ」まで：
リトルで利取る鳥取県版SDGsパッケージ支援

日南町、山陰合同銀行
SDGｓ・脱炭素で地域事業者のサステイナブ
ル経営を 後押しするSDGs未来都市の挑戦

長野県、上田信用金庫
事業者に「気づき」を与え、共に持続可能な地
域社会を 目指す融資商品「SDGs/ESGサポ
ートローン」
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横浜市認証制度“Y-SDGs”及びY-SDGs金融
タスクフォースの運用を通じた自律的好循環の形成

4-2 地方創生ＳＤＧｓ金融表彰
表彰団体

➢地域の金融機関等による金融タスクフォースを組成。
認証制度を活用した、試行融資、寄付付きリース商品開発、認証事
業への経営サポートサービスを提供。

地方公共
団体

代表地域金
融機関等

協働応募先

横浜市
ヨコハマSDGs
デザインセン
ター

神奈川銀行 かながわ信用金庫 川崎信用金庫 三井住
友銀行 三菱UFJ銀行 横浜銀行 横浜市信用保証協会
横浜信用金庫 公益財団法人横浜企業経営支援財団
三井住友ファイナンス＆リース 三井住友海上火災保険

事業者
SDGsに取り組むことで、持続可能な経営・運営への転
換、新たな顧客や取引先を拡大

金融機関 投融資判断への活用により、ESG投資の拡大
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お問い合わせ先

◼ 問合せ先
内閣府地方創生推進事務局

東京都千代田区永田町1-11-39永田町合同庁舎７階
TEL： 03-5510-2175
御意見・質問：https://www.chisou.go.jp/sousei/contact index.html

URL： https://www.chisou.go.jp/tiiki/kankyo/index.html

https://future-city.go.jp/
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